
資料３ 
平成 30 年度の居住支援事業体制の変更について 

平成 30 年からの居住支援事業について、下記のとおり事業体制を変更したいので提案いたします。 

１．変更に至った理由  

（1）居住支援事業（モデル事業）への国補助は、立上げ期 3年程度が限度であり、現行の体制のままだと、国補

助を受けられる見込みが薄い。 

（2）新住宅 SN法の、居住支援法人に対する国からの新しい補助の仕組みができた。 

２．変更案  

・居住支援事業を廃止し、登録団体制度へ１本化する。 

・CHC、CLS 等の登録団体の居住支援活動の活動費については、新住宅 SN 法の居住支援法人への国補助（居住支

援法人活動支援事業）を受けてもらう。 

新しい体制 

豊島区居住支援協議会 

居住支援事業 廃止 

登録団体制度 国補助で賄えない部分のみ助成 

６団体 

国交省 

居住支援法人活動

支援事業 

1 団体 

最大 1,000 万 

現在の体制 

豊島区居住支援協議会 

居住支援事業 居住支援活動に対して助成 

(年 150 万まで) 

登録団体制度 実績に応じて助成 

4 団体 

居住支援法人に登録し

て、申請してもらう 

参考：国交省 HP より
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